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Ⅰ は じ め に

対外政策決定過程 (foreign､policydecision-

makingprocess)についての研究は,スナイダ

ー ･モデル (1954年)1)によって先鞭がつけられ

て以来,政治過程論的,心理学的,公理論的な

アプローチを中心に,大きな発展を遂げて来た｡

ところで近年,従来の諸アプローチを修正する

形で,｢新たな方法論の披｣ が対外政策決定過

程研究に押 し寄せてきている｡筆者はこれを,

最も包括的な観点から ｢オーガニゼ-ショナル

*本稿は筆者の博士課程論文 ｢対外政策決定過程の

組織分析｣(一橋大学大学院･同大学付属図書館所蔵)

の第4,5,9章を一部修正,要約したものである｡ここ

に,同論文の指導の任にあたられた細谷千博先生に,

平素の御指導と併せて心から御礼申しあげる｡また,

一連の数値計算に際し,多大の助力を寄せられた故

佐 木々伸夫氏,山影進氏 (東京大学大学院博士課程),

黒川修司氏 (一橋大学大学院修士課程)にも心から徹

礼申しあげる｡なお,佐 木々伸夫氏は昭和48年8月,

数値計算作業の途中不慮の死を遂げられた｡ ここにあ

らためて同氏の御冥福を心からおいのりしたい｡

1)R.C.Snyderelal.eds.,ForeignPolicyDecision

Mahing,FreePress,1962.

2)参照,拙稿 ｢対外政策決定過程研究の新動向-

オーガニゼ-ショナル･アプローチの位置づけ- ｣

F同志社アメリカ研究』11号 (1975年3月)O

･アプローチ｣2)と呼ぶことができるのではな

いかと考えている｡なぜならば, この ｢新たな

披｣が分析の視座に据えているものとは,巨大

組織としての行政機構が持つ組織メカニズムと,

それが一国の政治過程に及ぼす影響力の源泉と

行使の手段であり,また更には,行政府内にお

けるゲーム状況としてのバーゲニング ･プロセ

スにはかならないからである｡それはまさに,

｢行政国家｣ の時代であるとされる今 日の政治･

状況にふさわしい分析視角であるといわなけれ

ばならないであろう｡

本研究は,まずなによりも, このような対外

政策決定過程研究における｢新たな方法論の披｣

を契機として,きわめて限定された分析枠組と

実証対象および分析手法をもとに展開される｡

すなわち,第 1に,本研究が依拠する分析枠組

は,通常,対外政策決定の公的機構を成すとこ

ろの行政府内部の組織分析を専 ら意図したもの･

であること,第 2に,実証分析の対象ケースと

しては, トルーマン政権からニクソン政権に至

るわずか10個のアメリカの決定ケースのみを取

り扱っていること,そして第 3に,対外政策敦

定過程の組織分析といえども,その主題は類型

学的な ｢パターン分析｣の段階にとどまってい

ること,である｡か くして,本研究は,対外政

策決定過程の理論的一般化を志向する筆者の基.
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本的関心からいっても,また,その分析対象の

幅と手法的限界からいっても,きわめて基礎研

究的な色彩を帯びたものといわなければならな

い｡別言すれば,本研究は組織理論的視角に限

定 してもなお,組織一般についての高度な抽象

化と,個々のケースについての詳細な観察との

中間に位置する ｢中範囲理論｣3)の段階に位置

するものといえるであろう｡以下,本研究が採

用 した10個の決定ケースと,それを分析するに

際し筆者が依拠 した分析枠組 (組織分析モデル)

および分析手法 (林式数量化理論界Ⅲ類)をそ

れぞれ概観 し,後半部の実証部分への導入部と

したい｡

Ⅱ 実証分析の対象

本研究が実証分析の対象としているのは,以

3) A.ェチオーニ著,綿貫譲治監訳 『組織の比較分

析』培風館,1966年 (AmitaiEtzioni.AComPayalive

AnalysisofComplexOygamlZaiions,1961)｡エチ

オー二は中範囲理論(middlerangetheory)による

組織の比較研究を次のように位置づけている｡(1)組

織理論の中で,本当に一般的に通用されうる命題は

どれかを確定し,(2)これまで過度に一般化されてい

たものを,中範囲の (つまりヨリ限定された)命題

に還元し,それらがあてはまる組織の種類を限定す

る.(3)新たな申範囲の命題を展開し,一般的なもの

に関する知識も 個 の々分析的タイプの組織に関し

ての命題で補う｡そのようなサブ･モデルはこれま

で多くの場合無視されてきたが,これからは,一般

モデルではなく,サブ･モデルの開発に,ヨリいっ

いっそうの雰カがなさjJLるであろうと考えられる

〔邦訳3京〕｡エチオーニは,組織によって下級参加

者に適用される権力(power)と組織の下級参加者が
組織のなかで示すところの関与(involvement)の二

次元をもとに服従関係 (compliance)からみた組織

のタイポロジーを試みている｡

また,本稿の視角と比較的関連性がある最新の研

究としては次のようなものが挙げられる｡Howard

H.Lentner,ForeignPolicyAnalysis:ACompa･

yalive a瀬dConceptualAククyoach,CharlesE.Mer-

rill,1974ch.6;RobertJ.Sickels,Pyesideluial

Tyansaclions,Prentice-Hall,1974,ch.2.前者は一

般的,後者はアメリカ大統領に関連した類型論であ

る｡

下の10個の決定ケースであるQまず,それらを

列挙し,そのあと,それらが持つ一般的特徴を

素描 したい｡

本研究が採用した決定ケースは以下のとおり

である(括弧内は決定年度と当時の政権名)0㊨

ベル リン空輸決定 (1948年 ･トルーマン政権)

⑧朝鮮戦争介入決定 (1950年･トルーマン政権)

⑨ レバノン派兵決定 (1958年 ･アイゼンハワー

政権) ④金門 ･属祖決定 (1958年 ･アイゼン

ハワー政権) ⑤キューバ進攻決定 (1961年 ･

ケネディ政権) ⑥ キューバ ･ミサ イル決定

(1962年 ･ケネディ政権) ① トンキン湾決定

(1964年 ･ジョンソン政権) ⑧北爆決定 (1965

年 ･ジョンソン政権) (釘ドミニカ派兵決定

(1965年 ･ジョンソン政権) ⑩カンボジア進

攻決定 (1970年 ･ニクソン政権)｡

以上が,本研究の実証データの基礎を成す決

定諸ケースである｡これ らのケースは,原則的

には,アメリカの政策決定には各政権毎になん

らかの一般的特徴があるとの仮説にもとづき,

トルーマン政権からジョンソン政権に至るまで

の各政権か ら2個ないし3個抽出されたもので

あるが,ニクソン政権については,データ不足

のために止むを得ずカンボジア進攻決定のみが

取 りあげられている｡

さて,いうまでもないことであるが,アメリ

カに限らず,対外政策の決定ケースには,一国

の存亡にかかわる重大決定もあれば,公的な政

策決定機構内部において,それが具備する ｢標

準作業手続｣によってルーチン的に処理される

日常的決定もあり, その質的差違 は多様であ

る｡たとえば,組織が外部環境からインプット

された刺激に反応するパターンに着目して,そ

れが組織内部に事前にプログラム化されていた

ものであるか否かを基準とした ｢定型 的決定

- 非定型的決定｣という二分法が可能であろ

う4)｡ また,決定内容の質と組織 ヒエラルヒ一

における決定権能の位相との関連性に着目して,

｢戦略的決定 - 管理的決定- 業務的決定｣

4)HerbertA.Simon,TheNewScienceOfMamgc-

m entDecision,Harper,1960.
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というような類型化も可能であろう5㌔ また更

に,この種の問題を,より対外政策領域に密着

した形で論じるとすれば, ①軍事 ･安全保障

(military･security) ⑧政治 ･外交 (political･

diplomatic)⑨経済 ･開発 (economic-develop一

mental)④文化 ･地位 (cultural-status) とい

う争点領域論や,政策決定者に決定を促す状況

的契機に着目した ｢危機決定 (crisisdecision)

- 非危機決定 (non-crisisdecision)｣ という

類型化も可能であろう6)0

いま,上記四種類の決定類型論をもとに,節

述の10個の決定ケースの基本的性格を位置づけ

るならば,次のようになる｡すなわち,第 1に,

これらの決定ケースは,課題解決についての信

頼に足る既存の手続きを政策決定者が持たず,

従って,往々にして高価な試行錯誤をともなわ

ざるを得ない非定型的決定ケースであるといえ

る｡欝2に, これらの決定ケースは,決定の主

体が大統領を頂点とした組織 ヒエラルヒ-の最

上層集団にあるところの,いわゆる ｢大統領決

定｣ (Presidentialdecision7))であるという点

で,戦略的決定ケースであるといえる｡また第

3に, これらの決定ケースは政策決定者が自国

の国家安全保障政策の一貫として下した,きわ

めて高度的な軍事 ･安全保障領域の決定ケー

ス8)であるといえる｡このように,本研究が抽

出したケースは,戟後アメリカにおける ｢軍事

一安全保障｣ 領域における, きわめて ｢戦略

5)この概念はH.Ⅰ.アンソフに示唆を受けて筆者が

作ったものである｡参照,H.I.アンソフ ｢経営戦

略と意思決定システム｣松田武彦監修 『変動に挑戦

する経営』日本生産性本部,1970年｡

6)プレッチャー,ロビンソン,ハーマンの類型論に

ついては以下に詳しい｡野林健･佐 木々伸夫 ｢戦争

決定のタイポロギー的研究 (上)｣『一橋研究』第25

号(1973年7月),19-23真｡

7)LouisW.Koenig,TheChiefExecutive,Harcourt,

1968,pp.345-361,389-391.

8)ハロルド･スタインはこの種の決定を civil･mili･

tarydecisionと総称している｡HaroldSteined.,

A meyicanCivil-MilitaryDeL;isioltS:ABookofCase

Studies,Univ.ofAlabamaPress,1963.

的｣且つ ｢非定型的｣な一連の政策決定である,

とその基本的性格を位置づけることができる｡

しかし同時に,ロビンソン,ハーマン流にいえ

ば,キューバ ･ミサイル決定や朝鮮戦争介入決

定のような危機決定と,そうではない非危機決

定が包含されているのも事実であり,必ずしも

採用ケースの類似性のみが強調されてほならな

いであろう｡

Ⅲ 分析枠組の提示

実証研究にとって,研究者が分析に際し引照

する分析枠組- モデル- の意義は決して見

逃 し得ないoそこには,分析者の研究関心にも

とづいた基本的な研究の視角が一連の変数とし

て立言されている｡

ところで,本研究が依拠するモデルは,一般

的な表現を用いるならば ｢組織分析モデル｣と

でも呼び得るものである｡ しかし留意 す べ き

は,対外政策決定過程論の分野はいうに及ばず,

政策決定に大きな関心を寄せている経営学,礼

会心理学,行政学といった隣接諸科学において

ら,いまだ一般理論としての組織分析モデルは

存在しない,という事実である9㌔ しかし同時

に,対外政策決定過程研究に際し,我々にモデル

設定への手がかりが全 く与えられていないとい

うわけではない｡否,スナイダー ･モデルにお

ける組織文脈論 (organiza.tionalcontextlO)) を

9)組織分析の諸アプローチについては,たとえば以

下を参照のこと｡岡本康雄 ｢企業行動と組織分析一

一展望｣今井貿-他編 『企業行動と経営組織』日本

経済新聞社,1971年,31-77頁｡綿貫譲治｢組織構造

と組織分析｣青井和夫他著 『集団･組織･I)-ダーシ

ップ』培風館,1962年,191-299頁｡また本研究のモ

デル設定に際し,筆者が特に参照し,影響を受けた

主要な組織理論としては以下のものがある｡James

G.MarchandHerbertA.Simon,Oygam'Zaiions,

JohnWiley&Sons,1958;RensisLikert,TheHu-

manOygam'2alion,McGraw-Hill,1967(三隅二不

二訳 『組織の行動科学』);FremontA.Shull,Jr.

eial.,Oygam'2atiomlDecisionMaking,McGraw･

H川,1970.
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端緒として,近年,細谷千博,グレアム ･ア リ

ソン,モー トン･ハルペ リン,フランシス ･ル

ーク,ウイリアム ･バ ッカス,アレクサンダー

･ジョージといった研究者が,それぞれ興味あ

る研究の視角を提示して くれている11㌔ しかし,

これらの研究はその分析 レベルと対象において

同一のものではな く,従って,それ らから直ちに,

整合性のある分析モデルを抽出することはきわ

めて困難である｡そこで筆者は, これらの研究

成果に示唆を受けつつ,その具体的な分析の位

相を専 ら行政府内部の組織ダイナミズムに限定

することとした｡そして,以下に述べる11変数

(以下これをアイテムと呼ぶ)を摘出し,更にそ

れを,統計処理に適用可能な形に操作化した合

計24個のカテゴリーを設定することとした12㌔

以下,本研究の ｢分析モデル｣を構成するアイ

テム ･カテゴリーを概観したい｡

〔1〕 文- 軍関係 (① ミリタリー優越型,

･㊥シビリアン優遇型,⑨競合型)

アメリカの国家安全保障に関する諸政策 (na一

七ionalsecurity policies) についての決定過程

には,大統領を行政府における制度的中枢とし

て,国務省,国防総省,CIA,大統領府スタッ

フ等の多様な組織集団が参画する｡いまそれら

を ｢ナショナル ･セキュリティ･アクター｣と

呼ぶこととしよう13㌔ さて, これらの ｢ナショ

ナル ･セキュリティ･アクター｣ (以下,アクタ

ーと略称する)を一つの集合体とみなし,その

10)Snyderetal,,op.cit.,pp.89-137.

ll)参欄,拙稿,前掲論文(注2)0

12)モデル論的にいえば, この視点は ｢組織過程モデ

ル｣と ｢官僚政治モデル｣に組織リーダーシップの

観点を加味したものといえる｡従って,そこには官

僚機構が一国の政治過程に及ぼす影響力に関する視

角は含まれていない｡参照,Graham T.Allison,

EssenceofDecis3'07も,Little,Brown,1971;Morton

H.Halperin,BuyeaucJ′aticPoliticsandForeign

Policy,Brookingsinstitution,1974;FrancisE.

Rourke,BuyeaucyacyaluiForeign Policy,The

JohnsHopkinsUniv.Press,1972.

13)ここでいうアクターとは ｢官僚政治モデル｣が対

象とする ｢プレーヤー｣を行政単位組織のレベルで

中での政策決定過程を分析 しようとする時,ど

のような分析の視角が具体的にあり得るであろ

うか｡本研究の依拠する分析モデルは,すでに

述べたように,合計11個のアイテムから構成さ

れているわけであるが,その第 1に, シビリア

ンとミリタリーとの勢力関係を挙げることは,

分析対象ケースの性格からしてきわめて自然な

ことであろう14)｡もとより,シビリアンといい,

ミリタリーといい,それぞれの内部にもなにが

しかの勢力関係はあるに違いない｡しかしここ

では,最も基本的な分析視角として,両者の勢

力関係を,上記三カテゴリーに細分化すること

とした｡

〔2〕 アクター問の勢力分布 (①独占型,㊤競

合型)

このアイテムは,アイテム〔1〕よりも,より

巨視的な観点から,行政機構内におけるアクタ

ー問の勢力関係の位相をみるためのものである｡

さて,アメリカの場合に限らず,巨大組織と

しての行政機構の各部門はそれぞれの ｢組織使

命｣に由来する独 白の組織利益15)を持っている｡

このように考えるならば,それぞれの ｢組織使

命｣に動機づけられたアクターが自己の組織利

益 にもとづいた決定行動 をとろうとするこ と

は,きわめて自然なことといわなければならな

いOそして, 自己の組織利益に動機づけられた

各アクターの積極性の如何は,アクターが政策

決定過程に探 くコミットしている度合の関数で

あるということができる｡いま, このような組

織行動の動態を行政機構における勢力分布の位

相という観点からみるならば,｢各アクターは,

自己の発言力を拡大してゆ くために,できれば

機構内勢力を独占したいと望む｣と仮説するこ

とができるであろう｡このアイテムは,以上の

とらえるとともに,大統領を独立したオーガニゼー

ショナル･アクターとみなしたものである｡参照,

Halperin,op.cit.pp.ll-96;MortonH.Halperin

elal.,eds.,ReadingsillAmericanFoプ′eignPolwy,

Little,Brown,1973,pp.5-12.

14)Stein,oP.cii.,pp.3-25.

15)Halperin,oP.cii.pp.26-62.
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仮説から出発したものであるが,それをさらに

数行するならば,｢政策決定過程において,ある

特定のアクターが勢力を独占する傾向が強 くな

ればなるほど,当該アクターの持つ局部的な利

益が政策決定過程に強 く反映し,逆に,アクタ

ー間に競合性が高まれば高まるほど,政策決定

過程は政治化される｣と仮説することができる

であろう｡ (なお, このアイテムでは,アクタ

ーとしての大統領の存在は分析の対象外とされ

ている｡なぜならば,一般に最も重大なオーガ

ニゼーショナル ･アクターであると考えられる

大統領の組織行動に関しては,アイテム〔6〕～

疋8〕で別個に取りあげられているからであるO)

〔3〕 アクター間のコミュミケーション活性

皮 (①高,⑧低)

このアイテムが 分析 の レベル としているの

は,大統領の下に連なる一連のアクター間の水

平的なコミュニケーションである｡

さて, 本研究が採用した決定 ケ ー スのよう

に,きわめて非定型的な色彩の濃い政策決定の

場合,外部環境からインプットされた情報が特

定の部門によって受容され,処理されてゆくほ

ど,その情報は当該組織部門の持つ組織利益に

よってゆがめられた非合理的なものになり易い

と考えられる｡このことは,行政機構内のコミ

ュニケーションという観点からすれば,｢情報

処理の有効性は関連諸アクター間におけるコミ

ュニケーション活性度の関数である｣というこ

とである｡

このアイテアムについては,アイテム 〔2〕と

の関連性を明らかにすべきであ ろ う｡ い ま,

二つのアイテムをマ トリックス的に考えてみた

い｡そこで指摘されることは,たとえ行政機構

内における ｢勢力分布｣が競合的なものであっ

ても,当該アクター間のコミュニケーション活

性度が高い場合とそうでない場合とでは,競合

性が決定のアウ トカムにもたらす意味合いは大

きく異なる,ということである｡もし,アクタ

ー問の競合性が ｢高いコミュニケーション活性

度｣に按合されたものである場合,異なる視角

を持った諸アクターの相互作用関係は学習過程

7

的な,きわめて積極的な意味合い- つまり,

元来,局部的な組織利益にもとづいた異なる視

角が,集団学習過程によって決定課題について

のより深い洞察を生み出す- を持つ可能性が

強まるであろう｡他方,アクター問の競合性が

｢低いコミュニケーション活性度｣と接合する

ならば,各アクターは自己の視角に最後まで固

執し続け,結局そこでの集団力学は政治的妥協

へと向う可能性が強まるで あ ろ う｡ このよう

に,このアイテムはアクター問における勢力分

布の競合性 に,｢学習過程か政治過程か｣とい

う質的差違をより明示的に付与するためのもの

なのである16㌔

〔4〕 目標一致皮 (①強,⑧弱)

このアイテムについては,次の ｢手段一致度｣

アイテムとの組み合せで説明するのが適当であ

ろう｡いうまでもなく,これら二組のアイテム

は合理決定モデルにおける目標 ･手段関係に由

来する｡然るに,元免 合理決定モデルへの批

判を契機として生み出されたところの ｢オーガ

ニゼ-ショナル ･アプローチ｣になにゆえそれ

を導入するのか,という批判がなされるかも知

れない｡しかし筆者としては,目標 ･手段関係

を合理決定モデルの範噂の中でのみとらえるの

ではな く,政策決定過程における ｢ゲーム的状

況｣17)の程度を 測定する基準としても広 く用い

ることができるのではないかと考えている｡

さて,いま,上記二種のアイテム ･カ≠ゴリ

ーをマ トリックス化して考えてみよう｡そこで

の,最もゲーム的状況が成立する可能性が大き

いのは,アクター相互間において,目標 ･手段

16)｢官僚政治モデル｣は政治過程的視角を強調するあ

まり,集団学習過程的な側面を無視する傾向が強い

が,危機決定のような ｢閉ざされた政治の場｣にお

ける決定過程の場合には,学習過程的,集団思考的

視角にも一定の有効性が期待されると筆者は考えて

いる.なお,次掲書はスモール･グループの観点

から対外政策決定過程を分析したもので,著者は

社会心理学者である.IrvingL.Janis,Victimsof

GyouPthinh,HoughtonMifnin,1972.

17)Allison,op.cit"pp.169-173.
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に関する一致皮が共に低い場合であると推論す

ることができる｡なぜならば,他の条件が等し

いとすれば,目標 ･手段共にアクター間に一致

度が低い場合,そこでC9問題解決方法は妥協に

もとづ く合意の形成か,決定を先にのばす ｢非

決定｣18〕方式しかあり得ないであろうからであ

る｡逆に,最も ｢ゲーム的状況｣が成立する可

能性が少ないのは,目標 ･手段についての一致

度が高い場合であり, それ 以外の場合は,,そ

の中間的状況を意味する,と考えることができ

る｡ ともあれ, これら二組のアイテムはアク

ター間のゲーム状況的相互作用関係の皮合いを

測定するのに有効な視角の一つといえるであろ

う19)0

〔5〕 手段一致皮 (①強,⑧弱)

(前項を参児のこと)

〔6〕 大統領 ･フォロア- 〔他のアクター〕

間の調整 (①良好,⑧不良)

アイテム 〔2〕,〔3〕がアメリカの政策決定シ

ステムにおける中心的なアクター (少なくとも

制度的な意味において)である大統領を原理的

には排除して,専ら大統領の下に連なる一連の

組織部門間の関係を問題にしてきたのに対し,

〔6〕から 〔8〕までの3個のアイテムは,大統領

とフォロア-とのあいだの機能的関係を直接取

り扱ったものである｡もとより,このことは,

大統領が常に最大の影響力行使者であるという

ことを前提としているのではなく,大統領はい

かなる条件の下で真に最高権力者となり得るの

か,といった問題を多角的に検討しようとの関

心から出たものである｡

さて,このアイテムの意味するところはきわ

めて明瞭である｡すなわち,大統領と彼のフォ

18)非決定はまた,大統領の戦術でもあり得るが,こ

こでは除外されている.Koenig,oP.cii.,p.346.

19)筆者のこの考え方は, トムプソン達の決定類型-

-ComputationIJudgement･Compromise･Inspi-

ration- とも関連する｡参照,∫.D.Thompson

andAr血urTuden,"Strategiesindecision-mak-

ing,"inF.J.Lydeneial.eds..Policies,Decisions,

andOγgam'2aiions,Appleton,1969,pp.310-330.

ロア-との関係が調整されたもので あ るか否

か,というものである｡いうまでもなく,調整

された関係であればあるほど,政策決定の ｢組

織効率｣20)は高 くなるであろうし, 逆に両者の

関係が対立的なものであればあるほど, ｢ゲー

ム的状況｣は濃厚なものとなるであろう｡

〔7〕 大統領 ･フォロア一間の勢力関係 (①

大統領主導型,⑧フォロア-主導型)

前述のアイテムがもっぱら両者の調整如何と

いう質的側面を問題としているのに対し,この

アイテムは,両者間の勢力関係如何を,大統領

主導型かフォロア-主導型か,という最も基本

的なパターンからみるためのものである｡この

種のアイテムが,アメリカにおける対外政策決

定過程の分析にどれほど重要であるかをここで

あらためて述べる必要もないであろうが,我々

の興味をひくのは,前述のアイテムと同様,ど

のような条件の下では,大統領主導型 (あるいは

フォロア-主導型)の決定過程が生まれ易いか,

という点である｡この点については,従来,大

統領の個人的資質ないしは政治状況的特質から

の論議が盛んであったが,本研究においては組

織分析の観点から, この問題に接近しようとす

るわけである｡

〔8〕 大統領のコミュニケーション･チャネ

ル (①単線型,⑧複線型)

このアイテムについてはアレクサンダー ･ジ

ョージの研究に負うところが大きい21㌔ このア

イテムの基本的前提とは, ｢大統領は複数のコ

ミュニケーション･チャネルを自分の手元に確

保する場合の方が,より効果的な決定を下すこ

とができる｣というものである｡すなわち,大

20)組織効率は最も広義には組織目標の達成度という

ことができるが,政治決定を効率的基準でみること

には実際上,多くの問題があると考えられる｡なお,

｢組織効率｣についての諸命題は次掲書に詳しい｡

JamesPrice,OrganiBalionalEHeciiveness:An

ZnvenioyyofPyoPosiiiom,Irwin,1968.

21)A.L George,"Thecaseformultipleadvocacy

inmakingforeignpolicy,"inAmeyicanPolilicat

ScienceReview,Vol.66,No.3(September,1972),

pp.751-795.
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統領が,ある特定アクターの提供する情報のみ

に依存するならば,元来,当該アクターの持つ

組織利益という,きわめて偏狭な観点から処理

された情報のみが大統領に伝達され易 くなり,

ひいてはそれが大統領のリーダーシップを弱体

化させる｡従って大統領としてほ,そのような

特定アクターによる情報独占を回避し,より多

角的な視野からの問題解決を図るためにも,ア

クターから入手する情報のチャネルを意識的に

多角的なもの (複線型)にしておくことが望ま

しい｡このアイテムは,以上の視点を最も単純

にカテゴリー化したものでる｡

〔9〕 決定単位の構成 (①フォーマル型,㊨

インフォーマル型,④併存塑)

各アイテムについてのいままでの説明で前提

とされていた視角は,国家安全保障に関する諸

政策には,大統領を組織制度的中枢として多様

なナショナル ･セキュリティ･アクターが政策

決定主体として関与する,ということであった｡

しかし彼らは,巨大組織としての行政府内で無

秩序に決定ゲームに参画するのではない｡課題

がより ｢戦略的｣なものであればあるほど,大

統領を公的責任者として,彼を中心とした小集

団のなかで決定が下されることが多 くなる｡実

際,本研究が採用したすべてのケースの最終決

定は大統領を核とした小集団討議でなされたも

のであった｡我々はいまこれを,スナイダー ･

モデルの概念を借 りて決定単位 (decisional

unit)22)と呼ぶことにしよう｡

周知のように, トルーマン政権以降,アメリ

カにおける国家安全保障政策についての公的最

高決定機関は国家安全保障会議 (NSC)である

が,同会議についての取り扱いは,創設者の ト

ルーマン大統領以来,歴代大統領によってかな

り異なっている23)｡ケネディ大統領のように自

分のブレーン･トラス トを決定単位の核として

用いた例もあれば,他方,アイゼンハワー大統

領のように,NSCの公的性格を重視した例もあ

る｡このように,決定に際し,決定単位の構成

22)Snyder,etal.oP.cit.,pp.92-99.
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が NSC 中心のフォーマルなものであるか否か

ということは,第 1に各大統領の組織管理スタ

イルの関数であるといえる｡それは換言すれば,

強力な組織指導に大統領がどれほどコミットし

ているかということでもある｡すなわち,フォ

ーマルな決定単位の下では,そこ に参画するア

クターの組織的背景には一定の枠が半ば所与と

してあると考えられ,従って大統領の組織指導

力は当初から一定の制約を受け易 くなると考え

られる｡他方,よりインフォーマルなものであ

ればあるほど,大統領は決定単位の構成メンバ

ーを自分自身で ｢アド･ホック｣に指命すると

いう形で,自己の影響力を拡大することができ

ると考えられる｡このように,このアイテムは

単なる制度論的な意味合いを越えて,大統領の

組織指導力の一端を分析する際に有効な機能論

的意味を持つものと考えられる｡

〔10〕 事前計画の存在 (①有,⑧無)

いままでのアイテムが,もっぱらオーガニゼ

-ショナル ･アクター間の相互作用を考察の対

象としていたのに対し,これと次の二つのアイ

テムは,一般に巨大組織が程度の差こそあれ持

っていると考えられる｢組織の慣性｣が,政策決

定にどのような影響を及ぼすかを問題にしたも

のである｡ この種の問題はグレアム･アリソン

の ｢組織過程モデル｣24)によってはじめて大き

な関心が対外政策決定過程の分析に組み込まれ

たといっても過言ではない｡

さて,いま,問題解決を意図して政策決定者

が具体的な決定行動を開始する以前に,行政府

内に,それに関連した事前計画 (planning)が

23)参照,KeithC.Clarkelal.eds.,ThePyesident

andikeMamgemeluOfNationalSecuyily,Pra-

eger,1969;I.M.Destler,Pyesidents,Bureaucyals,

andFoyeignPoh'cy,PrincetonUniv.Press.1972,

pp.95-153.このアイテムはまた,決定状況との関

連も洗いO参照,GlennD.Paige,TheKorean

Decisioli,FreePress,1968,ch.ll.

24)Allison,oP.cit.,pp.67-96;Rourke,op.Gil.,pp.

52-61.
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存在する場合を考えてみよう｡第 1の可能性と

しては,事前計画を直ちに採用することによっ

て,政策決定者は事態に即応できる点があげら

れる｡第2の可能性としてほ,事前計画の存在

自体に目を奪われて,目の前の事態そのものの

特質を十分見きわめることなく,事前計画を安

易に採用してしまう点があげられる｡また第3

の可能性としては,事前計画を作製したアクタ

ーからの突き上げが強いために (そこには当該

アクターの組織利益が深 く関連している), 政

策決定者は事前計画を一部修正するといった,

あるいはやむなく承認するといった形で,当該

アクターの圧力に妥協 ･屈服する点があげられ

る｡このように,事前計画の存在は,政策決定

者に事態に即応した効果的な決定を生み出させ

る源動力となり得ると同時に,彼らのイノベ-

ティブな決定を阻害する方向にも逆機能するこ

ともあり得ると考えられる｡このアイテムは,

このような事前計画の存在が持つ多義的な意味

合いをとらえようとするものである｡

〔11〕予備的行動の存在 (①有,④無)

さきのアイテムがプランニング段階の問題で

あったのに対し, このアイテムはすでになんら

かの具体的な予備的行動 (たとえば軍隊の動員

や部分的武力行使)が,政策決定者による最終

決定段階以前にとられているか否かに関連した

ものである｡すなわち,事前計画の存在が組織

の慣性として政策決定者になんらかの影響を与

えると仮定するならば,単に ｢すでに計画され

て来た｣場合よりも,｢部分的にではあれ, す

でに具体的な関連行動がとられてきている｣場

合の方が,政策決定者の持ち得る決定行動の幅

は限定されるのではないか,というのがこのア

イテムの仮説である｡

以上が ｢組織分析モデル｣を構成する11アイ

テムの概要である｡各アイテムには,常に,｢他の

条件が等しければ｣という場合が想定されてい

るわけであるが,それはあくまでも ｢他にどの

ような条件が加われば｣という,より密度の高

い経験仮説を提示する為の基礎作業であること

を,特に付言しておきたい｡

Ⅳ 分析手法 とデータ

本研究の依拠する実証データは,前述の決定

ケースと分析モデルとの対応関係のなかから導

き出されるわけであるが,そのことは,10個の

決定ケースを合計24のカテゴリーのプリズムか

らみる,ということを意味している｡(つまりこ

の作業には,図式的にいえば240にのぼるチェ

ック･ポイントが存在している｡) 従って, シ

ングル ･ケース ･スタディや二,三のケースの

比較研究ならいざ知らず,10個のケースが導き

出すこのような大量の情報量を前にしては (し

かもその全情報量はきわめて単純なアイテム ･

カテゴリーの所産にすぎないにもかかわらず),

人間の限られた論理思考は到底,その体系的処

理をなし得ないことは明らかである｡そこで筆

者は,大量の質的な情報 (各アイテム･カテゴ

リーは元来,量的明示性を持つものではなく,

質的内容に関連したものである)を効果的に処

理する手段として林式数量化理論第Ⅲ類を採用

することとした｡

同理論は,統計数理研究所の林知己夫氏を中

心に開発された多変量解析法の一種で,近年,

国際関係論を含めて,社会科学の諸領域で広く

利用され始めている25㌔ 同理論は元来ガットマ

ンの尺度化理論を出発点として開発されてきた

ものであるが,同理論についての詳細は他の文

献に譲りたい26)｡いま,同理論第Ⅲ類の特徴を

本研究に即して要約するならば,反応表 (付表1)

が持つ現象の内的関連性についてのパターン分

25)国際関係論の分野における研究例を幾つか挙げて

おく｡武者小路公秀 ｢帝国議会における首相演説の

価値内容分析｣武者小路公秀著 『行動科学と国際政

治』東大出版会,1972年,145-192頁｡臼井久和

｢政治とことば- 戦後の日本外交に関する一つの

アプローチ｣『独協法学』第4号 (1972年3月),75

-115頁｡佐 木々伸夫 ｢国連総会における投票行動

の分析｣『外務省調査月報』第14巻4号 (1973年5

月)1-81頁｡猪口孝著 『国際関係の数量分析』巌

南堂,1970年｡
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折である,ということができるであろう｡以下,

あらためて分析の手続きを要約しておくことに

しよう｡

(1)対外政策決定過程の分析に用いるアイテム

･カテゴリーを設定する｡一･.一･一一 ｢組織分析

モデル｣の設定

(2)分析の対象とする決定ケ ー スを 紬出する

.- 10個の決定ケースの抽出

l(3)｢アイテム ･カテゴリーの総数｣と ｢決定

ケース｣とをマ トリックスの形に変換して

反応表 (付表 1)を作成する｡ー なお,

今回の反応表作成作業には,稿末の諸文献

を主要なデータ源として,筆者白身がコー

ダーとして参加 した｡

t(4)作成された反応表に林式数量化理論第Ⅲ類

を適用して一連の ｢パターン分析｣を行な

う｡

以上が,本研究における分析諸装置の大要で

ある｡以下,具体的な分析作業にはいってゆき

たい｡

Ⅴ 政策決定過程のタイポロジー

本稿の基本的な研究視角が,政策決定過程の

パターン分析であることはすでに述べたが,普

ずその第一歩として,アメリカの対外政策決定

過程をタイポロジー (類型学)の観点から考察

してみたい｡

いうまでもなく,タイポロジーとは,複雑且

つ一見無定型に存在する現実の諸事象を少数の

説明因子 (次元)に整序化する作業であるOこ

の種の作業は,その手法,研究領域とを問わず,

諸々の研究的営為の基礎的部分を担 うものとい

える｡ 以下, ｢反応表｣に数量化理論界Ⅲ類を

適用し,どのような因子が政策決定の過程を最

も効果的に情報縮約化し得るかを検討してゆき

たい｡

まず, 全情報量27)の約30%を代表する第 1

26)林知己夫著 『数量化の方法』東洋経済新報社,1974

年｡安田三郎著 『社会統計学』丸善,1969年･,187-

215頁｡

ll

因子であるが,これについては ｢大統領のコミ

ュニケーション･チャれ レ｣｢決定単位の構成｣

｢文一軍関係｣｢大統領 ･フォロア一問の勢力関

係｣ ｢予備的行動｣ といったアイテムのウェイ

ト･レンジが他のアイテムにくらべて相対的に

大きいことがわかる(付表 2)｡従って我々は,

この因子が ｢大統蘭のイニシャチブ｣の次元,

っまり,大統領が政策決定に際し,どの程度の

影響力を発揮したかに関する次元と解釈できる

であろうOなぜならば,これらのアイテムは,

その上位概念 としての ｢大統領のイニシャチ

ブ｣に包摂し得るものであるからである｡

続いて,全情報量の約22%を代表する第 2因

子 で あ るが, これについては 相 模一致度｣

｢大統領 ･フォロア一 間の調整｣ という2つの

アイテムが因子の析出に特に大きな寄与をなし

ている｡ また,｢手段一致皮｣ アイテムも中程

度の寄与 をなしているところから, この 因子

を,大統領とフォロア-とのあいだにどの程度

の ｢相互支持性｣があったか,つまり換言すれ

ば,どの程度の意見の一致が両者のあいだに譲

成されていたかに関する ｢合意｣の次元と解釈

できるであろう28)0

このようにして,我々は,以上の二因子を析

出する作業をとおして ｢反応表｣が持っ全情報

量の約52%をカバーすることができたわけであ

るが,この説明率は, ｢反応表｣ 1∃体の規模が

27)付表2の ｢説明率｣を参照のこと｡

28)参照,R.リッカート著,三隅二不二訳 『経営の行

動科学』ダイヤモンド社,1964年 (R.Lickert,New

PalieyIWOfIll/anagemelu,1961),8章.リッカート

は ｢支持的関係｣という表現を用いつつ, それを

｢ある作業情況で,建設的に組みあわすことのでき

るあらゆる主な動機の潜在力を実現するための基礎

公式である｣と述べている 〔邦訳139頁〕｡ リッカ

ートは明らかに組織効率的な見方を入れているが,

本稿でいう｢相互支持性｣はあくまでも積極的な合

志が存在していたか否かに関するものであって,そ

のことが,合理的あるいは効率的な決定行動にJ結実

したか否かといった質的内容までを間おうとするも

のではない｡



12

もともと小さいということを考慮してもなお,

かなりの情報縮約効果を示すものということが

できるであろうo以下,説明率は漸次低下する

が,第3(約15%), 第4(約13%), 第5(約8

%)の各因子を概観してゆこう｡

まず, 第 3園子であるが, これについて は

｢事前計画｣と ｢決定単位の構成｣の アイテム

が特に大きなウェイ ト･レンジを持っている｡

従ってこの因子は,政策決定に際し,その決定

課題が政策決定者に十分予期されていたか否か

に関する ｢予期｣の次元と解釈でき るで あ ろ

う｡続いて,第4因子であるが,これについて

は ｢文一軍関係｣と ｢大統領 ･フォロア一間の

調整｣の二つのアイテムが,また,第5因子に

ついては ｢手段一致皮｣｢アクター間のコミュ

ニケーション活性度｣の二つのアイテムが,そ

れぞれ因子析出に大きな寄与をなしている｡従

って我々は,欝4因子をミリタリー主導型か否

かという｢ミリタリーのイニシャチブ｣の次元,

算5因子を,大統領のもとに連なる諸アクター

問の協調関係の程度に関する ｢協調｣の次元と

解釈できるであろう｡

以上の因子析出作業によって,我々は,全情

報量のうちの9割近 く (88.23%)を代表する5

つの因子を得ることができた｡それは,アメリ

カの対外政策決定過程をタイポロジー化するに

あたっては,

(1)｢大統領のイニシャチブ｣

(2)｢(大統領とフォロア一間の)合意｣

(3)｢予期｣

(4)｢軍部のイニシャチブ｣

(5)｢(組織部門間の)協調｣

といった因子を用いることが最も効果的である

ことを意味している｡もとより,以上の知見は

限られたサンプリングから導き出されたもので

あるということから,きわめて仮説的なものと

いわなければならないであろう｡たとえば,罪

1,欝2因子に大統領の決定行動に関連したも

のが析出されたということは,サンプ リングさ

れたケース自体が軍事行動に関連した,いわゆ

る国家安全保障領域においても最も重大な ｢大

統領決定｣に属するものであったことからも,

ある程度予測されたものといえる｡決定ケース

のサンプ リングが他の争点領域,たとえば経済

･通商,予算配分,行政組織の改革といった領

域の決定ケースにまで拡大されるならば,他の

因子,たとえば第5因子に部分的に示されてい

る,官僚機構の行動様式についての因子が,よ

り大きな意味を持つことは十分予想される｡こ

のような有効性の範囲についての議論は総括の一

部分で再度論じることとして, いま一度, 実

証結果に論点をもどし,幾つかの知見を述べて

ゆきたい｡

さて,いま,我々に五つの因子が与えられた

として,それらを用いて直ちに厳密な五次元タ

イポロジーを組み立てるということは,我々の】

限られた抽象思考能力からいって到底不可能で

ある｡そこで再度,人間の限られた抽象思考能

力に即して情報の縮約化を計る,というタイポ

ロジーの主旨に立ちかえり,｢第 1因子｣と｢第

2因子｣とをマ トリックス化した二次元空間に

論点をしぼり,議論を進めてゆきたい｡

図1が,第1因子 (横軸)と算2因子 (縦軸)から

なる二次元空間上に10個の決定ケースと24個のr

カテゴリーとをプロットした結果である｡まず,

横軸,縦軸をなす二つの次元の具体的な方向性

あるが,プロットされたカテゴリーの分布情況

でからも,その意味は明らかである(付表2参照)｡▲

次に,各決定ケースの分布情況に目を移して

ゆこう｡まず,図 1に即して各象限ごとに,各

決定ケースの類型的特徴を素描してゆこう｡

まず,欝Ⅰ象限に位置するカンボジア進攻決

定であるが,この決定は,大統領がフォロア-

との十分な意思疎通の努力を払わない,大統領

自身のイニシャチブが極度に発揮された ｢パー

ソナル ･デシジョン｣であったといえる｡

第II象限のキューバ進攻決定は,大統領のイ

ニシャチブが極端に弱いと同時に,大統領とフ

ォロア-とのあいだの積極的な合意にもとづか･

ない ｢フォロア-主導型｣の決定であったとい.

える｡また,ベル リン空輸決定は,大統領自身

のイニシャチブが比較的弱 く,また,フォロア
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図 1 ｢1次元｣×｢2次元｣

〔 ⅠⅠ 〕

ベルリン空輸決窺
｢

キュ ー バ進攻決起
(7)

(Ia)

く弱〉

×

L トンキン漕決定
(23) .(]G)

(15) (捕

ドミニカ派兵決定一一一一×

lm j

×
･I

北
撤
決
克

千
ill2)
〉く

｢

13

カンボジア進攻決定

〔Ⅰ〕 (3)

(17)

(ll)

(川

(24)

(22) 第1次禿 げ'大統領のイニシャチプ』く強)

×1- 朝鮮戦争介入決定
×

甜 決悪) ｣ キューバ ･ミサイル決定

L レバノン派兵紙

(lL:)

(2)

(8)

(注) (･I〕～〔Ⅳ〕は各象限を意味するO

()内の数字は二次元空間上におけ

る各テゴリーの位置を意味する｡

｢合意｣ く高)
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-とのあいだにもある程度の意見の不一致があ

った決定であったといえる｡

欝Ⅲ象限の トンキン湾決定はキェ-バ進攻決

定と同様,十佃の決定ケースのなかではきわめ

て大統領のイニシャチブが弱いものであったと

いえる｡しかし大統領とフォロア-とのあいだ

には,キューバ進攻決定よりも,より積極的な

合意が存在していた点ではキューバ進攻決定と

はちがっていたといえる｡一方,北爆決定とド

ミニカ派兵決定は,大統領とフォロア-とのあ

いだに合意があったと同時に,大統領自身のイ

ニシャチブは トンキン湾決定よりも相対的に強

いものであったといえる｡

さて,第Ⅳ象限であるが,キューバ ･ミサイ

ル決定と朝鮮戦争介入決定はきわめて強い大統

領のイニシャチブのもとに (この点ではカンボ

ジア進攻決定との類似性が強いといえる),フォ

ロア-との活発な討議過程を経て (この点では

カンボジア進攻決定とは異なっている), 生 み

出されたものといえるOまた,金門 ･属祖決定

とレバノン派兵決定は,キューバ ･ミサイル決

定や朝鮮戦争介入決定ほどではないが,キュー

バ進攻決定などとくらべればより積極的な大統

領のイニシャチブのもとで下されたこと,また,

大統領とフォロア-との関係でいえば,政策決

定過程にはさほど大きな意見の対立がない,か

なり強い集団凝集性のもとで下された決定であ

ったといえる｡

以上が,各決定ケースについての最も基本的

な類型的叙述である｡そこで次に,図 1に示さ

れたタイポロジーをもとに, トノブ ･デシジョ

ン･メーカーとしての大洗蘭の決定行動を,政

策決定の過程とアウトカムとの間違から,より

一般化して述べてゆ くことにしよう29㌔

まず第 Ⅰ象限であるが,これは政策決定に際

29)決定過程と決定のアウトカムとを連結的にとらえ

るという視角は政策決定論の主題であるといえる｡

参風 JamesA.RobinsonandR.RogerMajak,

"Thetheoryofdecision･making,"in JamesC.

Charlesworthed.,Coniemクoral･yPoliticalAIWlysis,
FreePress,1967,pp.175-188.

し,大統領のイニシャチブがとりわけ大きい,

いわゆる ｢独断専行型｣の決定行動といえる｡

従ってそこからほ,大統領の個人的関心や情動

が色濃 く反映したアウ トカムが生み出され易い

と考えられる｡それは換言すれば,ゲーム状況

としての官僚政治が最も発生する可能性が少な

いものであり,最高権力者の ｢直観｣30)の産物と

いえる｡この種の決定様式は,複雑な組織過程

や集団政治過程を回避できる点では効果的であ

るが,その反面,一人の人間に情報の過重負担を

強いることにもなり易いo従って質的に単純な

決定の揚合ならいざしらず,複雑な情報網のな

かで処理されなければならない重大な政治決定

においては,この種の ｢ス トレス下の決定｣31)は

ともすれば非合理的なアウ トカムを生み出し易

い｡また,この種の決定様式は外観の華やかさ

とは逆に,長期的な観点からすれば,最高指導

者が統率する行政機構内にモラールの低下や反

投を招き易いと同時に,個人の窓意が最もはい

り易いことから,関係諸政策との首尾一貫性を

保つことに支障をきたす可能性が強 くなる｡

次に,第Ⅱ象限であるが,この場合には,開

運諸部門のあいだの抗争が無秩序に繰 りひろげ

られる可能性が最も強いといえる｡ な ぜ な ら

ば,組織統合者としての機能を大統領が十分果

さず,しかも政策決定過程に大きな意見の対立

があるにもかかわらず,それをまとめるだけの

管理能力をも大洗qLは欠いているからである｡

このような大統餌の決定行動は ｢退行型｣と性

格づけられるであろう｡いうまでもなく,そこ

から生み出されるアウ トカムは,官僚政治のゲ

ーム状況や組織の慣性が最も顕著に反映された

ものである｡すなわち,影響力が比較的均等な

プレーヤーが多 く参画している場合には,彼ら

のあいだの ｢対立 ･抗争 ･連携｣からなる集団

力学を反映したアウ トカムが,また,一部の組

30) トンプソンはこの種の決定を ｢インスピレーショ

ン｣と呼んでいる｡J.D.Thompsoneial.oP.cii.

次掲蕃をも参殿のことoRourkeol,.cii.pp.75-76.

31)参照,拙稿 ｢国際危機と政策決定(1)｣『一橋研究』

23号 (1972年7月),17-33頁｡
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織部門が独占的な影響 力 を持 っている場合に

は,当該部門が持つ組織利益や組織過程を強 く

反映したアウ トカムが生み出され易 い と い え

る32)0

さて,第Ⅲ象限であるが,この場合の決定過

程は少な くとも第 Ⅰ,第Ⅳ象限と比較して,官

僚政治のゲーム状況を反映 したアウ トカムを,

より生み出し易いと考えられる｡なぜならば,

大統領が統合者としての機能を十分に果さない

傾向が強いからである｡しかし同時に,第Ⅱ象

限ほどの無秩序なゲーム状況や組織の慣性の先

行傾向は弱いであろう｡なぜならば,大統領が,

フォロア-との関係をできるだけ相互支持的な

ものにしようとする ｢関係志向｣を強める結果,

少な くとも,対立する意見をある程度とりまと

めるだけの管理者的役割は果たし得ると考えら

れるからである｡この象限に示される大統領の

決定行動は ｢管理型｣と呼ぶことができるであ

ろう｡

さて,最後の第Ⅳ象限であるが, これは大統

領のイニシャチブと,大統領とフォロア-との

あいだの相互支持性とが,他の象限にくらべて

はるかにバ ランスがとれている決定過程を意味

している｡それは換言すれば,最も ｢参加的な

決定過程｣33)ということである｡

この種の決定過程は,バーゲニングとしての

集団過程というよりは,大統領を中心､とした集

団学習過程といえる｡大統領のイニシャチブが

32)細谷千博は このようなリーダーシップを持つ政策

決定システムを特に ｢円錐構造｣(trancatedstruc･

ture)と呼んでいる｡いうまでもなく,それは,決定

権能が極度に分権化された (highlydecentralized)

決定システムであり,そのような決定システムにお

いてほ,実質的な決定権能は最上層部の政治指導者

から官僚機構内の｢中堅層｣へと移行してゆく,とさ

れる｡細谷の組織分析論については次掲論文を参照

のこと｡ChihiroHosoya,"Characteristicsofthe

foreignpolicydecision-makingsystem inJapan,"
woyldPolitics,Vol.26,No.3(April,1974),pp.

353-369.

33)参照,原田実 ｢参加的組織観の吟味｣『組織科学』

(組織学会編,丸善)第8巻 1号,1974年,22-32頁｡
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強 く反映 したアウ トカムが生み出される可能性

も強いが(但 し第 Ⅰ象限ほどではない),同時に

それは,フォロアーとの討議を軽視するという

形ではな く,あくまでも,対立意見を持つプレー

ヤーの ｢参加｣を十分得たうえでの集団決定的

色彩が強い｡ この種の大統領の決定行動は ｢参

加 ･指導型｣といえるであろう｡

以上が,我々の得たタイポロジー (図 1)にも

とづ く新たな分析モデルの基本的枠組である｡

それは,当面の分析課題とされた決定諸ケース

に即したモデルであるにとどまらず,より広 く

グループ ･ダイナミックスや管理行動論におけ

るリーダーシップ類型と照応するものである｡

すなわち,我々の得た二次元タイポロジーの第

1因子は,従来の知見における以下の因子,すな

わち,組織指導 (initiatingstructure),目標達

成 (goalachievement),課題 (task)に関連 し,

他方,第 2因子は,配慮 (consideration),集団維

持･強化 (groupmaintainance),関係 (relation)

に関連するものといえる34).これ らの知見は,

主として質問紙によるデータを因子分析を用い

て解析 した結果であり,本研究の手続きと同じ

ものではない｡しか し,より多 くの研究蓄積を

もつグループ ･ダイナミックスや管理行動論の

類型論と類似 した結果が生み出されたというこ

とは,我々の ｢オーガニゼ-ショナル ･アプロ

ーチ｣が持つ一般的妥当性とともに,隣接分野

における知見を積極的に導入することの有効性

をも示唆したものといえるであろう｡もとより,

小集団実験や経営組織の研究から生み出された

知見を無批判に援用することは厳にいましめる

べきではあるが, ｢組織一般にみられる政策決

定過程｣という,より広い視角からの研究の位

置づけをも,我々は今後試みるべきではないだ

ろうか｡

34)参照,CecilA.Gibb,"Leaeership,"inGardner

Lindzeyeial.eds.,TheHandbookofSocialPsy-

chology,Vol.4,Addison-Wesley,1969,ppl205-

282;WilliamJ.Reddin,ManagerialEHccliveness,

McGraw-Hill,1970.
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Ⅵ 政策決定過程の組織仮説

図 1に示された二次元タイポロジーをより微

視的にみる時,我々は,前節で述べ られた各象

限に関する知見のほかにも,幾つかの興味ある

知見を得ることができる35).ここでは特に,決

定ケース,カテゴリーに与えられている多次元

上の ｢原点からの距離｣と ｢相互親近性｣に着

目して36),幾つかの仮説を提示 し,新たな研究

発展への契機とさせたい｡

まず第 1に,図 1にみられる各決定ケースの

分布情況 からみて,｢各政権毎 にそれぞれの共

通パターンがみられる｣という仮説はアイゼン

-ワ-政権の場合にしか妥当しないことがわか

る｡むしろ,キューバ ･ミサイル決定と朝鮮戦

争介入決定とが近い距離にあることから, ｢政

権毎｣という要素よりも,たとえば ｢危機｣と

いった状況的要因の方が政策決定過程に類似性

をもたらす可能性が強いと仮説することができ

るであろう37)｡今後,各種の状況的要因をも加

35)類型学的考察の有効性を拡大し,併せて次元の説

明力をも確認するために当初 ｢1次元｣×｢3次元｣,

｢2次元×3次元｣等のタイポロジー化をも予定して

いたが,紙幅の都合により割愛した｡そこで稿末の

付図1に ｢1次元｣×｢3次元｣タイポロジー上の各

決定ケースの分布情況を参考のために掲載し,次の

具体的な研究テーマの一つが3次元タイポロジー論

にあることだけをここで述べておきたい｡なお,『予
期』の次元を含んだ類型論として以下の論文を参考

までに挙げておく｡組織内部のダイナミズムが外的

な刺激によってどのように変動するのか, といっ

た論議が3次元タイポロジー論でより明確になされ

ることが期待される｡CharlesF.Hermann,"In･

ternationalcrisisasasituationalvariable,"in

JamesN.RosenauedりZn肋′natiomlPoliticsand

ForeignPolicy,FreePress,2nded･,1969,pp.409-

421.

36)数量化理論界Ⅲ類の ｢共通性分析｣と ｢親近性分

析｣については次掲論文に詳しい｡杉山明子 ｢ラジ

オ噂好とテレビ噂好｣吉田正昭訳編 『計量心理学』

誠信書房,1966年,249-290京｡

37)危機決定については以下の論文に詳しい｡拙稿,

味 した研究の視角が望まれる所以である｡

第 2に,図 1によれば, ドミニカ派兵決定,

金門 ･馬祖決定, レバノン派兵決定などは他の

ケースにくらべて原点により近い位置を占めて

いることがわかる｡このことは,数量化理論第

Ⅲ類によれば, これらの決定が他の決定にくら

べて ｢共通のパターン｣をより多 く持っている

ことを意味 している｡そこで,この点を更に詳

しく検討するために,24カロゴ リーのうち,｢原
点からの距離｣が特に近い上位 3カテゴ リーを

算出した(これについては,より精度を高めるた

めに5次元空間における数値を算出した)｡そ

こから我々は,戦後アメリカにおける重大な軍

事的決定に関して,次のような ｢共通性仮説｣

を導き出すことができる｡すなわち,｢(この種

の政策過程にあっては)大統領とフォロア-と

の関係は比較的調整されている場合が多いと考

えられるが,同時に,行政機構内部には,関連

諸部門のあいだの競合性も顕著である｡また,

下される決定は一般に十分な事前計画によるガ

イ ドラインをもとに下されたというよりは,新

奇な事態に対応するという意味での環境適応型

のものが多い｣という仮説である｡

また逆に,図 1によれば, トンキン湾決定,

カンボジア進攻決定,キューバ進攻決定などは

｢国際危機研究の枠組- CharlesF.Hermannの

危機決定モデルに関連して｣『社会科学ジャーナル』

(国原基督数大学)第11号 (1972年),121-135頁｡

但し,危機状況の類似性のみが強調されてはならな

い｡ このことは特に ｢エスカレーション- デスカ

レーション｣といったアウトカムとの関連において

妥当すると考えられる｡参照,OleR.Holsti,C7′isis,

Escalation,Way,McGill･Queen'sUniv.Press,

1972,pp.169-238;GlennD.Paige,"Comparative

caseanalysisofcrisisdecisions:KoreaandCuba,"

inCharlesF.Hermanned.,hllernalionalCrises,

FreePress,1972,pp.41-55.なお筆者は,決定状

況 との関連性については, (状況･独立変数)-

(決定過程･媒介変数)- (結果 ･従属変数)といっ

た ｢三位相モデル｣が研究発展上有効であると考え

ている｡筆者のモデルについては注31)の拙稿を参

周されたい｡
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他のケースにくらべて原点から遠い位置にある

ことがわかる｡このことは,これらの決定は10

ケースのなかでは ｢特殊なパターン｣をより多

く持っていることを意味している｡そこで,24

カテゴリーのうち,原点からの距離が遠い上位

3カテゴリーを算出し,これらのカテゴリーを

もとに,我々は次のような ｢特殊性仮説｣を導

さ出すことができる｡すなわち,戦後アメリカ

における重大な軍事的決定については, ｢決定

単位がフォーマルで, ミリタリーがシビリアン

に比して優位を占め,且つまた大統領とフォロ

ア-との関係がきわめて悪化した政策決定過程

は比較的少ない｣という仮説である｡

'さて最後に,カテゴリー問の親近性をもとに,

よりミクロな組織仮説を導き出し,一連のパタ

ーン分析をひとまず終えることにしよう｡我々

はこの作業をとおして,｢組織分析モデル｣ が

前提とした ｢他の条件が等しければ｣という視

角を,他のカテゴリーとの関連性をも考慮した

ものへと一歩前進させることができるはずであ

る｡以下の仮説は,その分析手続きからして明

確な因果関係についての立言ではあり得ないが,

少なくとも,今後,分析モデルを修正してゆく

際にはきわめて有用なガイドラインとなるであ

ろう｡また,アメリカの対外政策決定過程につ

いてのシミュレーションやゲーミングを行なう

際の組織モデルにも援用し得る仮説である88㌔

仮説 1 ｢ミリタリーが政策決定過程において優

位を占めることができるのほ, ミリタリーが

アクター間の勢力を独 占した場合に限られ

る｣

仮説2 ｢ミリタリーの優越性は決定単位がフォ

⊥マルな場合に一層顕著となる｣

仮説3 ｢シビリアンの優越性は,決定単位がイ

ンフォーマルな場合に一層顕著となる｣

仮説4 ｢ミリタリーとシビリアンとが競合する

38)仮説創出は,各カテゴリーに最も近いペアー･カ

テゴリーを算出し(但し五次元空間における),重複

するものを除外したうえでiトthenhypothesisの形

にする,という手続きによる｡

17

ほど,大統領の持つコミュニケーション･チ

ャネルは複線化傾向を示す｣

仮説5 ｢一部のアクターによって政策決定過程

における勢力が独占されるほど,アクター問

のコミュニケーションは停滞する｣

仮説6 ｢予備的行動が一部のアクターによって

とられている場合よりも,いまだとられてい

ない場合の方がアクター間の競合性 は高ま

る｣

仮説 7 ｢大統領の持つコミュニケーション･チ

ャネルが単線的であればあるほど,アクター

間のコミュニケーションも停滞的となる｣

仮説8 ｢政策決定過程における目標一致の度合

は,大統領とフォロア-とのあいだの調整が

良好なほど強 くなる｣

仮説 9 ｢政策決定過程における目標一致の度合

は,大統領とフォロア-とのあいだの調整が

不良な場合ほど,弱 くなる｣

仮説10｢政策手段につ いて の一致皮が高い場

合,大統領の持つコミュニケーション･チャ

ネルは単線化傾向を強める｣

仮説11｢政策手段についての一致度がフォロア

一間に低い場合ほど,大統領は自己の指導力

を増大させることができる｣

仮説12｢大統領の指導力は予備的行動がとられ

ていない場合ほど,強 くなる｣

仮説13｢大統領の指導力は予備的行動がすでに

とられている場合はど弱 くなる｣

仮説14｢事前計画が一部のアクターによって準

備されている場合ほど,大統領の持っコミニ

3.ケーション.チャネルは当該アクターによ

って独占され易 くなる｣

仮説15｢事前計画が一部のアクターによって準

備されている場合よりも準備されていない場

合の方が,アクター問の競合関係は顕著とな

る｣

仮説16｢大統領が積極的な指導力を発揮する場

合,決定単位の構成はフォーマル,インフォ

ーマル併用型となり易い｣
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Ⅶ お わ り に

アメリカの対外政策決定過程については,す

でにかなりの研究蓄積がなされている｡本研究

は,既存の研究成果 (主としてケース ･スタデ

ィ)を主たる情報源として進められたという点

で,また,相本資料への接近が困難な第二次世

界大戦後のケースを取り扱っているという点で,

歴史研究的な意味を持つものではない｡それは

換言すれば,本研究の基本的な性格が,従来,

個別的に論じられ,あるいは印象論的に比較対

照されてきた-連のケースを,一定の枠組と手

法によって一般化することにある,ということ

を意味している39)｡いうまでもなく,本研究が

導きだした知見は,今後の検証 ･修正作業を経

て,一層洗練されたものへと発展させてゆくこ

とが望ましいが,同時に,より長期的な研究戦

略として,本研究が試みた政策決定過程の数量

分析自体の有効性についても,今後,十分な検

討がなされなければならないであろう｡

対外政策決定過程の数量分析は,主としてシ

ミュレーションやゲーミングによる実験的手法

や外交文書,新聞等の内容分析的手法によって

進められてきた｡その意味では,本研究で試み

られた決定比較のパターン分析は ｢組織分析モ

デル｣ とともに, きわめて新進なものとい え

る40㌔ しかし同時に,このことは,研究自体が

きめて試行錯誤的なものとならざるを得ないこ

とをも意味している｡そこでいま,稿をとじる

39)このような方法論に近いものとしては以下の論文

が特に筆者の関心を呼んだ｡これはグレン･ペイジ

の危機決定仮説 (GlennD.Paige,TheKoreanDe-

cision.1969)を五つの国際決定と五つの国内決定を

とおして換証を試みたものである｡但しその記述は

きわめて印象論的なものにとどまっており,雑然と

しているとの感を逃れ得ないoHarrillC.McGinnis,

"ThePresidencyandcrisisdecision:theap-

plicationofananalyticalscheme,"unpublished

Ph.D.dissertation,UniversityofVirginia,1971.

40)対象を｢文一軍関係｣に絞った研究ではあるが,バ

にあたり,今後に残された研究戦略上の課題を

明らかにしておきたいと思う｡

さて,今後に残された第 1の課題は,決定ケ

ースのサンプ リングに関連したものである｡一

般化への努力は,なんといっても比較対象であ

る決定ケースの数に大きく影響される｡しかし

それは,ただ無原月侶こ数を増せばよいというこ

とでは決してない｡たとえば,異なった争点領

域,決定状況,相互作用の対象国や地域といっ

た視角からのサンプ リングが研究の成果を高め

るためには望ましい｡このような ｢ある系統だ

ったサンプ リング｣はまた,政策決定過程の国

際比較へも我々の目を向けさせるであろう｡こ

のような視点のなかから,我々は,どのような

側面に政策決定過程における一般性があるのか,

どのような側面に特殊性があるのかを,より厳

密に知ることができるであろう｡

第2の課題は,分析モデル自体の有効性であ･

る｡本研究のモデルでは,分析 レベルは行政府.

内の組織ダイナミズムに限定されていたが,令

後は,行政府を取り囲む諸々の政治 ･社会的要

因を組み込む必要がある｡たしかに,行政府の

組織ダイナミズムを分析の対象とすることは,

｢行政国家｣ の時代といわれる今 日的な状況に

照応するものではある｡しかしそのことは,分

析のレベルを行政府内部の組織ダイナミズムに

限定するということを決して正当化しないはず

である｡なぜならば,行政府自体が,それを取

り囲むところの ｢環境｣とのフィード･バック

を通 して機能する一つの ｢開放システム｣には

かならないからである41㌔ このような観点から

ターン分析という点で類似性のある数量分析として

は次掲論文が挙げられる｡R.C.Benjamin,L∫.

Edinger,"Conditionsformilitarycontrolover

foreignpolicydecisionsinmajorstates:ahistori-

calexploration,"JournalofConPicIResolulio解,

Vol.15,No.1(January,1972),pp.5-31.

41)参照,宮川公男 ｢組織のシステム理論- -試論

- ｣『組織科学』第8巻 1号,1974年,5-12頁｡

松本和良著 『組織変動の理論』学文社,1974年,節

7章｡
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すれば, 本研究 が 依拠 したモデルは, いまだ

｢閉鎖システム｣ 的な段階に とどまっていると

いわなければならない｡今後は,国内環境はも

とより国際環境をも組み込んだ,より広角なモ

デルの構築が望まれる｡もとより,分析のレベ

ルを多重化させることは,モデルを単なる変数

の羅列やチェック･リス ト的なものに終始させ

る危険がある42㌔ 事実,印象論的な記述モデル

には, このような危険が常に伴 うが,たとえば,

本研究で用いられた多変量解析的な手法を実証

研究に導入するならば,そのような危険は回避

されるはずである｡

第 3の課題は,政策決定過程のパターン分析

という本研究の視角は,今後,判別分析的な,普

た更には因果分析的な視角へと進化させる必要

がある, という点である｡本研究が試みたパタ

ーン分析は,あ くまでも大量の情報に一定の秩

序を与えるための基礎研究であって,たとえば,

どのような過程変数がアウ トカムの差違 (たと

えばエスカレーションとデスカレーション,ゲ

ーム的状況の反映度など)を最 も効果的に説明

し得るのかといった分析は, もはやこの種のパ

ターン分析が十分なし得るところではない｡こ

のような視点はまた,さきに述べた政策決定過

程の国際比較や政治体制比較をも,より一層有

効なものとするであろう｡すなわち,異なる文

化間,国家間,政治体制間の政策決定過程上の

特徴はどのような要因によっ最 も効果的に説明

し得るか, といった研究である｡

第 4の課題は,データ自体の問題である43)0

本研究のデータ ･ベースは ｢反応表｣に示され

た内容分析データであるが,今回のコーディン

グは筆者 自身によって行なわれた｡従 って筆者

自身のバイアスが ｢反応表｣に反映していると

の批判は残るであろう44)｡しか し, コ-ディン

42)スナイダー･モデルがその例である｡

43)データ論については特に次掲論文に示唆さるれと

ころが多いであろう｡∫.DavidSinger,"Data-mak-

inginInternationalRelations,"Behaviol,alSci-

ence,Vol.10,No.1(January,1965),pp.68-80.

白鳥令編『数量政治分析』ぺりかん社,1971年,斥章O
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グ自体は,複数のコーダーを用いて行ない, コ

ーダー問の リライアビリティ (reliability)をチ

ェックすることによって,その精度を高めるこ

が可能である｡あるいは,たとえ リライアビリ

ティの高い内容分析データを用いた場合でも,

元来,量的データでは十分説明することが難し

いブラック ･ボックス- 政策決定過程- の

実態を単純 ･操作化されたアイテム ･カテゴリ

ーによって分析すること自体に疑念が向けられ

るかもしれない｡しか し,シングル ･ケース ･

スタディや二,三のケースのみを扱 う場合なら

いざ知 らず, 大量 のケースを 集めて, そこか

らなんらかの一般化を試みたいという関心を容

認する限り, 我々は, 内容分析データ (｢反応

表｣はその一例である)をもとに統計処理を行

なうことが,唯一の方法ではないとしても,普

わめて効率の高い方法であるといえるのではな

44)もっとも, カテゴリー自体が単純な二分法ないし

三分法にすぎないことから,さほど ｢反応表｣には

問題がないとの反論もあり得よう｡しかしこれはあ

くまでも推論であり,複数のコーダー (この種の研

究には専門家がコーダーとして参加する必要があ

る)によって判定をしてゆくことの方が,はるかに

生産的である｡本研究はあくまでも聾者自身の解釈

がもたらした大量情報にもとづいたものであること,

また,アイテム･カテゴリーの幅は利用可能なデー

タの質にも制約されている点をあらためて述べてお

きたい｡なお,既存の統計デー′タとともに ｢専門家

による解釈｣による一対比較法を用いた研究例とし

ては以下のものがある｡そこではたとえば,政治的

リーダーシップの強さや官僚機構の能率といったよ

うな ｢栗的なデ-ク｣は専門家グループによる一対

比較法をもとにデータ収集が行なわれている｡衛藤

清吉 ｢アジア政治体制試論｣『国際法外交椎誌』第

67巻第2号 (1968年),1-27頁｡

45)政治学一般に対するこのような指摘は国際関係論

にも妥当するであろう.Oran Young,Systemsof

PolilicalScience,Prentice･Hall,1968,pp.93-94.

筆者は一つには両者の ｢橋渡し｣作業は中範囲理

論としての類型学的考察によってなされるのではな

いかと考えている｡そして,その際の類型化には,

体系的な情報収集とその処環が望まれることはいう

までもない｡次の研究戦略の一つとしては,本研究
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いだろうか｡

激動する国際社会の姿を反映してか,近年,

国際関係研究の発展には著しいものがある｡し

かしそこには,｢一方における事実至上主義への

傾斜と他方における過度の理論化への傾斜｣が

あることも事実である45㌔ 今 日,国際関係研究

における緊急課題の一つは,両者のあいだの｢橋

渡 し｣であるといっても過言ではあるまい｡本

研究は,いまだ試論的なものとはいえ,まさに

このような研究発展上の要請から生み出された

ものにはかならない｡最後に,筆者の次の研究

関心が,分析モデルの精撤化,分析手法の深化

とともに,本研究が導き出した一連の知見,仮

説を,たとえば, 日米比較46)といった国際比較

の視点から吟味,検証 してゆ くことにある旨を

付言 して,この稿をひとまず閉じたい｡

のような政策決定のプロセスについての類型論と,

政策決定のアウトカムについての類型論とを連結さ

せ,より高度なモデルを追求することが必要であろ

う｡なお,対外行動類型論(因子分析による)につい

ては以下の論文が特に興味深いであろう｡ Charles

W.Kegley,JT･,"TowardtheconstructiorIofan

empiricallygroundedtypologyofforeignpolicy

o11tputbehavior,"unpublishedPh.D.dissertation,

SyracuseUniversity,1971.

46)歴史研究における成果としてほ細谷千博他編 『日

米関係史- 開戦に至る10年 (1931-41年)』全4

巻,東京大学出版会,1971-2年,がある｡本稿の

ような ｢中範囲理論志向｣の研究にとって,歴史研

究の知見をどのように利用するか,また,歴史研究

にどのような分析の枠組を供し得るかは,今後に残

された重要な課題である｡
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付 表 1 ｢反 応 表｣

ア イ テ ム 〔1〕 〔2〕 〔3〕 〔4〕 〔5〕 〔6〕 〔7〕 〔8〕 〔9〕 〔

10〕 〔11〕カテ ゴ リー内訳 ① ⑧ @ ① @ ① ⑧ ① ⑧ ① ⑧ ① ⑧ ① ⑧1
415@ @ ① @ ⑧ 寡 ㊨ @カテ ゴ リー番号 1 2 3 4 5 6 78

910ll1213 1617181920 2324ベ ル リ ン 空 輸 決 定 1 0 0 i.0 0 1 0 1 0 1 1 0 1 0 1 0 0

0 1 1 0 0 1朝 鮮 戦 争 介 入 決 定 0 0 1 0_1 10 1 0 1

0 1 0 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 1レ バ ノ ン 派 兵 決 定 0 1 0 0 1 01 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 0 1 0 1

0 0 1金 門 .馬 祖 決 定 0 1 0 0 1 10 1 0 1 0 1 0

1 0 1 0 0 0 1 1 0 0 1キ ュ ー バ 進 攻 決 定 0.1 0 1 0 0 1 0 1 1 0 0 1 0 1 1 0 0 1 0 1 0

1 0キューバ .ミサイル決定 0 1 0 0 1 10 1 0 0 1 1 0

1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 1ト ン キ ン 湾 決 定 1 0 0 1 0 0 1 1 0 1 0 1 0 0 1 1

0 1 0 0 0 1 1 0北 爆 決 定 0 1 0 0 1 10 1 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 1 0 1 0 1

0ド ミ ニ カ 派 兵 決 定 0_1 0 0 1 0 1 1 0 1 0 1 0 0 1 1 0 0 1 0 0 1 0

1カ ンボ ジア進攻 決 定100 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 1 0 0 1 0 0 1 0 1 0

1〔注⊃(1)印が各アイテムについての該当カテゴリーを示す

付 表 2カテゴリー番号 第 1因子 第 2因子

第 3因子 第 4因子 第 5因子(1) -1.2116 0.7047 0.7

313 -1.1514 0.2609(2) 0.0012 -0.525

7 一一0.5023 0.1849 -0.0257(3) 1.2080 0

.8726 0.7756 0.5965 -0.1836(4) -1.

2430 0.6445 0.1249 -0.1394 0.0892(5) 0.5327 -0.2762 -0.0535 0.0597 -0.038

2(6) 0.6612 -0.6088 -0.0434 -0.1388

0.5993(7) -0.4408 0.4059 0.0289 0.09

25 -0.3996I (8) 0.1131 -0.5904 0,1986 -

0.1329 -0.0183(9) -0.2640 1.3777 -0

.4634 0,3101 0.0427(10) -0.2341 -0.334

5 0.1209 0.1041 -0.6131(川 0.3512 0

.5017 -0.1814 -0.1561 0.9197(12) 0.0

262 -0.3241 0.0901 -0.3472 0.0333(1⑳ -0.1049 1.2964 -0.3604 1.3887 -0.

1331(14) 0.5878 0.2622 -0.0727 -0.3

848 -0.1196(16) -0.8817 -0.3933 0.109

0 0.5772 0.179306) -0.5105 -0.1

755 -0.2759 -0.1567 -0.1214F (17) 1
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付 図 1 (｢1次元｣×｢3次元｣

トンキン湾決定

ド
ミ
ニ
カ
派
兵
決
定

ベルリン空輸決定

｣.∴

〉く

l
キューバ進攻決 定

×
1TI北
爆
決
定

朝鮮戦争介入決定

1
×

キューバ ･ミサイル決定 - ･×

カンボジア進攻決定 一一一一×

｢
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『大統領のイニシャテフや』 く強)

レバノン派兵決定

×
×一一- 金門･馬祖決定

『予 期』 く有〉

〔付記〕 本稿に用いた一連の数値計算の結果は紙幅の関係から必要最少限度のものに

限定 した｡全資料を参照御希望の場合は筆者までお申し出いただければ幸いである｡

(同志社大学アメリカ研究所専任研究員)




